
果的な行政運営を進める。
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
都市間交流について、庁内の他自治体との取り組み状況を調査し、調査結果を検証をした上で、広域連携で 通年　前年度の広域連携に関する庁内の取り組み状況調査の結果の検証する
行っている事業を推進し検証していく。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

広域連携で取り組んでいる事業実施率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広域的な都市間交流の取り組み状況を検証し、広域連携の取り組みを推進していく。 直接 広域連携で取り組んでいる事業実施率 ％ 0 100

令和 4年度 都市間交流を推進していくと伴に、広域連携で取り組んでいる事業を推進していく。 直接 広域連携で取り組んでいる事業実施率 ％ 100

令和 5年度 都市間交流を推進していくと伴に、広域連携で取り組んでいる事業を推進していく。 直接 広域連携で取り組んでいる事業実施率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

調査結果の検証と方針骨子の検討 0 都市間交流の推進 0 0 都市間交流を推進 0 都市間交流の推進 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.03 0.02 0.02 0.03 0.03
正職員人件費 261 178 178 267 267

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 261 178 178 267 267
(11)単位費用

5.22千円／％ 1.78千円／％ 1.78
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民サービスの向上や効率的・効果的な行政運営を進めるため、共通の課題を持つ都市と連携し課題を解決していくこと ●①事前確認での想定どおり
が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

全国的に人口減少、少子高齢化が進み各自治体の財源が限られる中、市民ニーズは多様化しており、１市では解決困難な
課題への対応として広域連携は必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 特になし □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行政サービスの向上を目的にしているため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 国際交流の分野で、市域を超えた連携が図られており、市に ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り も情報共有がされている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 国際交流の分野で市域を超えた連携が図られていることにつ

いて市にも情報提供がされており、必要に応じて支援ができ
＜その他の内容＞ る体制となっているため。
都市間交流については、自治体間で実施しているが、市民により行われている都市間の交流（市民活動）の支援のあり方
についても今後検討していく。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

連携会議や施設の相互利用などの事業を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 178 83 178 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

31.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 56.18

％ 10万円 56.18 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 3 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 都市間交流の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 178 千円 (うち人件費 178 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 共通課題を有する都市との課題に対応し、市民サービスの向上と効率的・効



じて、国際性を育む環境づくりを推進するとともに、外国人も暮ら
施策目的・

(2)目的 が実施する講座、展覧会などにより、外国の文化や習慣など、国際理解を深めるための情報を提供します。 事業目的 しやすいまちを実現する。
展開方向

地域の国際化や外国人も暮らしやすいまちの実現に向けて活動している我孫子市国際交流協会（ＡＩＲＡ） ４月　　　　　補助金の交付
が行うイブニングクラス日本語や外国人のための文化講座、国際交流バスツアー、来日外国人ホームステイ ４月～９月　　国際交流スピーチ大会実行委員会への参加
の受け入れ、翻訳・通訳学習会などの事業に対して、補助金を交付する。 当該年度 ４月～１１月　国際交流まつり実行委員会への参加
また、我孫子市国際交流協会と共催し、国際交流スピーチ大会と国際交流まつりを開催する。 執行計画 ９月下旬　　　国際交流スピーチ大会の共催

(3)事業内容 内　　容 １１月下旬～１２月中旬　　国際交流まつりの共催

国際交流イベントの共催 想定値 2当該年度
単位 事業

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 国際交流協会の活動を支援することにより、在住外国人と市民が主体となって交流を図る。 間接 補助する事業の数 事業 10 10

令和 4年度 国際交流協会の活動を支援することにより、在住外国人と市民が主体となった交流が図られている。 間接 補助する事業の数 事業 10

令和 5年度 国際交流協会の活動を支援することにより、在住外国人と市民が主体となった交流が図られている。 間接 補助する事業の数 事業 10

国際交流スピーチ大会と国際交流まつりについて、我孫子市国際交流協会（AIRA）の独自性がより一層活かされ、自主事業とし
(7)事業実施上の課題と対応 て実施できるような体制を整えていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子市国際交流協会補助金 526 我孫子市国際交流協会補助金 526 526 我孫子市国際交流協会補助金 526 我孫子市国際交流協会補助金 526
国際交流スピーチ大会の共催 0 国際交流スピーチ大会の共催 0 0 国際交流スピーチ大会の共催 0 国際交流スピーチ大会の共催 0
国際交流まつりの共催 0 国際交流まつりの共催 0 0 国際交流まつりの共催 0 国際交流まつりの共催 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 526 合　　計 526 526 合　　計 526 合　　計 526
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 526 526 526 526 526

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09
正職員人件費 783 801 801 801 801

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,309 1,327 1,327 1,327 1,327
(11)単位費用

654.5千円／事業 663.5千円／事業 1,327
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

外国人も暮らしやすいまちを実現するためには、地域の国際化を担う我孫子市国際交流協会が実施する異文化への理解を ●①事前確認での想定どおり
深めたり、外国人とのコミュニケーション能力や国際感覚を身につけたりするための活動に対し、市が支援していく必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内に暮らす外国人の増加や多国籍化の傾向が進み、多文化共生の必要が高まる中、日本人と外国人市民の相互理解が深
まる機会の創出や、それらの活動を行う団体への支援が重要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市国際交流協会との共催事業「国際交流スピーチ大会

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 」は新型コロナウイルスの影響で中止とした。「国際交流ま
□その他 　促進された つり」は会場での開催のほかオンライン配信を実施した。国

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 際交流協会等が実施する「異文化理解講座」等の国際理解を
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 深める事業を実施した。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民（我孫子市国際交流協会）が中心となり、事業の企画か 我孫子市国際交流協会には日本語を指導するボランティアな ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ら実施までを行っている。 ど多くの市民が参画しており、市はその活動を支援した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(事業) 目標値(b)(事業) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(事業) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

我孫子市国際交流協会の実施する異文化理解講座等の事業を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,327 △18 1,327 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.75

事業 10万円 0.75 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 4 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 国際交流活動への支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.09 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,327 千円 (うち人件費 801 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第三次国際化推進基本方針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民や子どもたちの国際性を育むため、国際性豊かなイベントや地域での体験イベント、国際交流団体など 日本や外国の文化や習慣などの理解を通



よう支援を行う。
施策目的・

(2)目的 人向け日本語講座等による日本語能力の向上などを図ります。また、外国人市民が地域活動に参加できるよ 事業目的
展開方向

う、行政や自治会などの活動情報を提供していきます。
地域の国際化や外国人も暮らしやすいまちの実現に向けて活動している我孫子市国際交流協会（ＡＩＲＡ） ４月～３月
に、外国人のために必要な次の支援業務を委託する。 ・外国人のための日本語教室（火曜日に３４回、土曜日に３５回実施）
・日本語教室の開催業務 当該年度 ４月～３月（随時）
・窓口や電話で市内に在住・在勤・在学の外国人からの相談を受ける外国人相談窓口業務 執行計画 ・外国人相談窓口業務・外国語通訳派遣業務・簡易文書翻訳業務

(3)事業内容 内　　容 ・通訳の派遣を行う外国語通訳派遣業務
・簡易文書の翻訳を行う翻訳業務

外国人のための日本語教室開催数 想定値 69当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 70

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 委託事業を実施することにより、外国人市民が安心して日常生活を送れるようになる。 間接 外国人のための日本語教室開催数 回 70 69

令和 4年度 委託事業を実施することにより、外国人市民が安心して日常生活を送れるようになっている。 間接 外国人のための日本語教室開催数 回 69

令和 5年度 委託事業を実施することにより、外国人市民が安心して日常生活を送れるようになっている。 間接 外国人のための日本語教室開催数 回 69

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

在住外国人支援業務委託 1,754 在住外国人支援業務委託 1,754 1,701 在住外国人支援業務委託 1,754 在住外国人支援業務委託 1,754
（日本語教室託児ボランティア （日本語教室託児ボランティア （日本語教室託児ボランティア （日本語教室託児ボランティア
スタッフ傷害保険料含む） スタッフ傷害保険料含む） スタッフ傷害保険料含む） スタッフ傷害保険料含む）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,754 合　　計 1,754 1,701 合　　計 1,754 合　　計 1,754
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,754 1,754 1,701 1,754 1,754

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.22 0.22 0.12 0.12
正職員人件費 1,044 1,958 1,958 1,068 1,068

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,798 3,712 3,659 2,822 2,822
(11)単位費用

41.15千円／回 53.8千円／回 52.27
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

外国人市民が増えている中、母国語による情報提供や日本語能力の向上など、外国人市民が安心して日常生活を送れるよ ●①事前確認での想定どおり
うな支援が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

外国人市民だけでなく、日本人も含めたすべての市民が安心して日常生活を送れるようにするため、必要な情報の多言語
による発信や、生活に必要な日本語を習得するための支援が不可欠である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 外国語を母語とする市民へ生活に必要な情報を届けるため、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市ホームページの多言語対応や広報あびこの英訳版の発行等
□その他 　促進された のほか、生活に必要な日本語を学ぶ場を提供した。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 日本語教室のボランティア講師や小さな子どもを持つ受講者 日本語指導のボランティアや、市政情報の翻訳に市民が参画 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り のための託児ボランティアは、すべて市民が担っている。 している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
70 69 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

日本語教室の年間スケジュールが変更となった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 70 101.45
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,712 △914 3,659 98.57
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△32.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.86

回 10万円 1.91 102.69

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 7 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 在住外国人支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,712 千円 (うち人件費 1,958 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第三次国際化推進基本方針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

外国人市民や帰国児童生徒が安心して日常生活を送れるよう、相談窓口や外国語での情報提供の充実、外国 在住外国人が快適に日常生活を送れる



記憶をきちんと次世代に伝えることにより、多くの市民が平
施策目的・

(2)目的 マとした学習事業を実施します。また、まちづくりを担う人材が育つよう、市民の自主的な学習活動を支援 事業目的 和の尊さへの思いを強めてもらう。
展開方向

します。
・多くの市民や市民団体と連携しながら、原爆や戦争の記憶をきちんと次の世代に伝え、より多くの市民が 令和3年4月～令和4年3月　市民会議の開催、小学校でのリレー講座の実施（小学6年生対象）
平和の尊さについて考える機会となるよう事業を実施する。 令和3年8月　・広島市への中学生派遣　・我孫子市平和祈念式典との組み合わせ事業（手賀沼灯ろう流しの
・市内中学生に平和について学んでもらうよう広島・長崎に派遣する。 当該年度 実施）
・平成27（2015）年度に歴代の派遣中学生などを中心に始まった「平和リレー講座」など、派遣体験をもつ 執行計画 令和3年11月～12月「平和の集い～我孫子から平和を願う～」の開催

(3)事業内容 内　　容 若い世代に、平和事業により積極的に関わってもらえるような取り組みを検討していく。 令和3年4月～12月　平和事業の実施
・平成27（2015）年度に新たに設置した「平和の灯」や「サダコ鶴」などを活用した取り組みも検討してい
く。 平和事業推進市民会議の開催数　 想定値 5当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 広島（長崎）市に派遣した中学生の発表を聴いてもらうことで、市民が戦争や核兵器の恐ろしさについて考え、平和の尊さへの 間接 派遣中学生発表会の来場者数の増加率（2020年度の来場者数／2021年 ％ 0 10
思いを強めている。 度の来場者数-1）

令和 4年度 広島（長崎）市に派遣した中学生の発表を聴いてもらうことで、市民が戦争や核兵器の恐ろしさについて考え、平和の尊さへの 間接 派遣中学生発表会の来場者数の増加率（2022年度の来場者数／2021年 ％ 5
思いを強めている。 度の来場者数-1）

令和 5年度 広島（長崎）市に派遣した中学生の発表を聴いてもらうことで、市民が戦争や核兵器の恐ろしさについて考え、平和の尊さへの 間接 派遣中学生発表会の来場者数の増加率（2023年度の来場者数／2022年 ％ 5
思いを強めている。 度の来場者数-1）
被爆者の平均年齢は80歳を超えており、若い世代に平和事業に携わってもらう必要性がますます高まっている。そのため、歴代

(7)事業実施上の課題と対応 の派遣中学生などの若い世代が、リレー講座を含め、平和事業により積極的に参加しやすい環境づくりが必要である。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

≪戦後75年≫ ■市民会議の運営 ■市民会議の運営 ■市民会議の運営
■市民会議の運営 　委員報償費（会議5回、行事2回） 68 61 　委員報償費（会議5回、行事2回） 68 　委員報償費（会議5回、行事2回） 68

＊ 　委員報償費（35人）（拡大会議含） 195 　委員視察旅費 21 0 　委員視察旅費 21 　委員視察旅費 21
　市民会議委員研修旅費（15人+2人） 21 ■広島平和記念式典への中学生派遣 ■長崎平和祈念式典への中学生派遣 ■広島平和記念式典への中学生派遣
■広島平和記念式典への中学生派遣 　旅費（中学生12人、市民委員1人） 823 797 　旅費（中学生12人、市民委員1人） 1,682 旅費（中学生12人、市民委員1人） 1,682
　旅費（中学生12人、市民委員1人） 925 　旅費（教育長、職員3人） 288 288 　旅費（教育長、職員3人） 525 　旅費（教育長、職員3人） 525
　旅費（教育長、職員3人） 288 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 13 13 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7 保険料（中学生12人、市民委員1人） 7

実施内容 　保険料（中学生12人、市民委員1人） 7 　消耗品（帽子、熱中症対策）の購入 15 12 　消耗品（帽子、熱中症対策）の購入 15 　消耗品（帽子、熱中症対策）の購入 15
　消耗品（帽子、熱中症対策）の購入 15  通信運搬費（携帯レンタル代） 11 11 ■「平和の集い」の開催 ■「平和の集い」の開催

(8)施行事項
費　　用 ■「平和の集い」開催 ■「平和の集い」の開催 　チラシ・プログラム作成 45 チラシ・プログラム作成 45

　チラシ・プログラム作成 60 　チラシ・プログラム作成 45 27 　出演者の食糧費 20 出演者の食糧費 20
　出演者の食糧費 20 　出演者の食糧費 20 13 　施設・備品使用料 155 施設・備品使用料 155
　施設・備品使用料 151 　施設・備品使用料 155 125

＊ 　講演等の講師報償費 200 ■リレー講座の実施（消耗品の購入） 16 ■リレー講座の実施（消耗品の購入） 16
■リレー講座の実施（消耗品の購入） 16 ■リレー講座の実施（消耗品の購入） 16 2 ■灯ろう流しの実施 ■灯ろう流しの実施

＊ ■灯ろう流しの実施 ■灯ろう流しの実施 　消耗品の購入 27 消耗品の購入 27
＊ 　消耗品の購入 56 　消耗品の購入 27 24 　回収用ボートの借上げ 8 回収用ボートの借上げ 8
＊ 　回収用ボートの借上げ 10 　回収用ボートの借上げ 8 0 ■平和首長会議メンバーシップ納付金 2 ■平和首長会議メンバーシップ納付金 2
＊ ■「平和の祈り」小冊子　増刷 280 ■平和首長会議メンバーシップ納付金 2 2

■平和首長会議メンバーシップ納付金 2
予算(決算)額 合　　計 2,246 合　　計 1,512 1,375 合　　計 2,591 合　　計 2,591
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,646 1,512 1,375 2,591 2,591

その他の財源 □特会 □受益 ■基金 □その他 600 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.28 0.38 0.38 0.28 0.28
正職員人件費 2,436 3,382 3,382 2,492 2,492

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,682 4,894 4,757 5,083 5,083
(11)単位費用

468.2千円／回 978.8千円／回 951.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

今も世界の各地で紛争が絶えない状況にある。被爆者の平均年齢はすでに80歳を超えており、原爆や戦争の記憶を次世代 ●①事前確認での想定どおり
に伝え、平和の尊さを考えていくことが、より一層求められている。平和事業に携わる若者を増やしていくためには、中 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 学生を広島や長崎に派遣して被爆の実相を知ってもらい、その体験を次の世代に伝えていく取り組みを継続していく必要 ○要
   背景は？(事業の必要性) がある。また、様々な視点で平和事業を企画するため、被爆者・大学生・高校生を含む市民会議を実施する必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

戦争や原爆の記憶を若い世代へ伝えていくことがますます重要となっていることから、歴代派遣中学生の委員任用人数を
増やし、事業を実施・検討した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市被爆者の会や我孫子市平和事業推進市民会議等との

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 連携が必要であるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の企画から実施まで、市民会議で実施しており、会議に 市民会議の委員は、市民を中心に組織している。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り は被爆者、大学生、高校生など幅広い世代が参加している。 リレー講座については、歴代の派遣中学生が講師となり、事 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り さらに、リレー講座は歴代の派遣中学生が中心となって行っ 業を実施した。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ている。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

平和の集いにおいて、新型コロナウイルス感染症対策を講じた中での開催となり
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

、会場への入場者数に制限がかかっていたことから、来場者数の増減がなかった
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,894 △212 4,757 97.2
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 平和の集いにおいて、新型コロナウイルス感染症対策を

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 講じた中での開催となり、会場への入場者数に制限がか

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.2 かっていたことから、来場者数の増減

様

がなかったため。
％ 1

式

0万円 0 0

３．事後評

第

価
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３

拡充 ○縮小 ○結合 ○休

号
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事

直し ○その他(事業完

務
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評
　
価
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事
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表
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（

がら事業を推進してい

令
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和 3年度）

事業コード 8 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 平和事業の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.38 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,973 千円 (うち人件費 3,382 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,894 千円 (うち人件費 3,382 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 51102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の学習活動がまちづくり活動として発展していくよう、市民ニーズの高い社会や地域の課題などをテー 市民や市民団体と連携しながら、原爆や戦争の



増 市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ常磐線の輸
施策目的・

(2)目的 発やＪＲ常磐線の特別快速の我孫子駅停車、快速電車の削減ダイヤの復元、東京駅乗り入れ枠の拡大と東海 事業目的 送力の強化と利便性の向上を図る。
展開方向

道線との相互直通運転などをＪＲ東日本に働きかけ、鉄道の輸送力の強化と利便性の向上を図ります。
我孫子市が構成団体となっている成田線活性化推進協議会や千葉県ＪＲ複線化等促進期成同盟において、常 ・令和３年７月～１１月　成田線活性化推進協議会、千葉県ＪＲ線複線化等促進期成同盟などにおいて、Ｊ
磐線の利便性向上に向けた取り組みを進める。 Ｒ東日本に対する要望活動を実施する。
ＪＲ東日本に対しては、常磐線特別快速の我孫子駅停車の実現や品川以南の東海道線との直通運転の実現、 当該年度 ・令和３年１１月　松戸市・柏市・取手市などの沿線自治体とＪＲ東京支社長との意見交換を行う。
臨時特急「踊り子号」の運行継続などについて要望していく。また、松戸市・柏市・取手市などの沿線自治 執行計画 ・JR東日本と沿線４市の自治体とで協力し、常磐線沿線活性化に向けて、具体的な事業を実施する。

(3)事業内容 内　　容 体とＪＲ東京支社長との意見交換を行う。

ＪＲ東日本への働きかけ回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 通勤・通学者の利便性向上を図る。 直接 要望事業数 項目 3 3

令和 4年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

令和 5年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ＪＲ東日本への働きかけ 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0 ＪＲ東日本への働きかけ 0
＊ 発車メロディ制作委託料 220 音楽著作権料 23 22 音楽著作権料 23 音楽著作権料 23
＊ 音楽著作権料 50 草刈委託料（柴崎台１丁目１９番７） 0 0 草刈委託料（柴崎台１丁目１９番７） 33 草刈委託料（柴崎台１丁目１９番７） 33
＊ 発車メロディ変更負担金 1,000 発車メロディ変更負担金 400 168

草刈委託料（柴崎台１丁目１９番７） 33

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,303 合　　計 423 190 合　　計 56 合　　計 56
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,303 423 190 56 56

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.39 0.39 0.39 0.39 0.39
正職員人件費 3,393 3,471 3,471 3,471 3,471

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,696 3,894 3,661 3,527 3,527
(11)単位費用

1,565.33千円／回 1,298千円／回 1,220.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

常磐線特別快速は速達サービスを主眼に運行されており、品川～土浦間の19駅のうち、我孫子駅・天王台駅を含む4駅の ●①事前確認での想定どおり
み停車していない。また、常磐線は上野東京ラインに直通し、平成29年には乗り入れ本数も拡大されたが、品川以南の東 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 海道線との相互直通運転は実現していない。これらの課題を解決し、常磐線利用者の利便性が向上するよう、ＪＲ東日本 ○要
   背景は？(事業の必要性) に対し、粘り強く要望活動を続けていく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

常磐線は、我孫子市にとって重要な幹線鉄道であり、市の発展には欠かせない存在であることから、さらなる利便性の向
上のためにも引き続き要望活動等の取組みが必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった JR東日本に対しては、当市が沿線自治体とともに要望活動を

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実施する必要があった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民の意見を参考にしながら、要望内容を精査している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民の意見を要望活動に反映させている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(項目) 目標値(b)(項目) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(項目) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

常磐線の利用状況や利用者の声などを踏まえながら、JR東日本への要望活動を継
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3 100

続したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,894 802 3,661 94.02
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 発車メロディー変更負担金が想定より安価だったこと。

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 また、天王台駅前広場の管理において、JR東日本への貸

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0 出しが発生したことから、維持費が削減されたため。

項目 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
常磐線の利用状況や利用者からの声などを踏まえながら、粘り強くJR東日本への要望活動を継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 9 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 常磐線の利便性向上 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 松戸市・柏市・我孫子市・取手市 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.39 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,527 千円 (うち人件費 3,471 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,894 千円 (うち人件費 3,471 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63401 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の



るＪＲ成田線の増 市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の増
施策目的・

(2)目的 発やＪＲ常磐線の特別快速の我孫子駅停車、快速電車の削減ダイヤの復元、東京駅乗り入れ枠の拡大と東海 事業目的 発や上野・東京ラインへの乗り入れ本数の拡大など、輸送力の強化と利便性の向上を図る。
展開方向

道線との相互直通運転などをＪＲ東日本に働きかけ、鉄道の輸送力の強化と利便性の向上を図ります。
成田市・印西市・柏市・栄町・利根町・河内町とともに「成田線活性化推進協議会」を組織し、成田線の輸 ＜成田線活性化推進協議会＞
送力増強と利便性向上をＪＲ東日本に強く働きかけるとともに、沿線内外の利用促進を図り、成田線沿線の 　○５月　定期総会　○７～８月　ＪＲ東日本への要望活動、○随時　幹事会・担当者会議の開催、ホーム
活性化を進める。令和３年４月には成田線（我孫子～成田間）開業１２０周年を迎えることから、さまざま 当該年度 ページの更新　○１０～１１月「駅からハイキング」の実施
な記念事業を実施する。 執行計画 ＜ＪＲ線複線化等促進期成同盟＞

(3)事業内容 内　　容 また、千葉県と県内の関係市町村などで構成する「ＪＲ線複線化等促進期成同盟」において、ＪＲ東日本へ 　○４～５月　定期総会・部会長会議　○９～１１月　ＪＲ東日本への要望活動　○随時　路線別部会
の要望活動を行うなど、成田線の輸送力増強と利便性向上に向けた取り組みを進める。
さらに、期成同盟の常磐線対策部会と成田線（我孫子方）対策部会でそれぞれまとめられた要望事項を、Ｊ 成田線活性化推進協議会とＪＲ線複線化等促進期成同盟の会議や要望 想定値 13当該年度
Ｒ東日本の本社・東京支社・千葉支社に対して要望していく。 活動の実施回数 単位 回

活動結果指標 実績値 15

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 通勤・通学者の利便性向上を図る。 直接 要望実績数 項目 9 13

令和 4年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

令和 5年度 通勤・通学者の利便性向上が図られている。 直接 要望実績率（要望事業数／要望予定事業数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

成田線複線化用地の草刈り 258 成田線複線化用地の草刈り 233 225 成田線複線化用地の草刈り 233 成田線複線化用地の草刈り 233
成田線活性化推進協議会負担金 237 成田線活性化推進協議会負担金 237 237 成田線活性化推進協議会負担金 237 成田線活性化推進協議会負担金 237
県ＪＲ線複線化等促進期成同盟負担金 6 県ＪＲ線複線化等促進期成同盟負担金 6 6 県ＪＲ線複線化等促進期成同盟負担金 6 県ＪＲ線複線化等促進期成同盟負担金 6

企画調整業務を行う会計年度任用職員
　2,510千円*0.2 502

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,003 合　　計 476 468 合　　計 476 合　　計 476
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,003 476 468 476 476

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.45 0.45 0.45 0.45 0.45
正職員人件費 3,915 4,005 4,005 4,005 4,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,918 4,481 4,473 4,481 4,481
(11)単位費用

378.31千円／回 344.69千円／回 298.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

成田線の輸送力強化と利便性向上は、我孫子市のまちづくりにおける喫緊の課題であることから、千葉県や沿線市町と連 ●①事前確認での想定どおり
携しながら、ＪＲ東日本に対して強く要望していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

成田線の輸送力強化と利便性の向上は、市のまちづくりにおける課題であり、千葉県や沿線市町と連携して、JR東日本に
対して要望していく必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった JR東日本に対しては、当市が沿線自治体とともに要望を行う

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要があったため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(項目) 目標値(b)(項目) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(項目) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
9 13 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

成田線活性化推進協議会や千葉県JR線複線化等促進期成同盟において、会議や要
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15 115.38

望活動を実施することができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,481 437 4,473 99.82
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

成田線活性化せ柵の充実に向けた体制強化

8.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 成田線活性化推進協議会や千葉県JR線複線化等促進期成

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 同盟において、会議や要望活動を実施することができた

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09 ため。

項目 10万円 0.13 144.44

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
令和４年３月のダイヤ改正において、本数は変わらなかったが、品川行の直通列車が１本増えた。要望活動の成果と考えており、引き続き、粘
り強くJR東日本への要望活動を継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 11 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 成田線の輸送力強化と利便性向上 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 沿線自治体で組織する成田線活性化推進協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,481 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 5,037 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63401 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であ



針として３月議会で表明するとともに、６月、９月
施策目的・

(2)目的 ジオ、インターネットなどのさまざまな媒体を積極的に活用しながら、市政や市民のくらしに関する情報を 事業目的 、１２月の定例市議会にその進捗状況やその他主要な市政の状況を報告して、市議会・市民・職員との情報
展開方向

正確にわかりやすく伝えていきます。 の共有を図り、協働のまちづくりを推進するため。
市長が３月議会で表明する新年度の施政方針や、６月、９月、１２月の定例市議会で報告する一般報告、５ 　５月：６月議会で報告する一般報告書の作成（施政方針で示した政策や事業の５月までの状況報告）
月と１１月の市政ふれあい懇談会共通項目の内容について、庁内各課から提出された報告内容をもとに、市 　８月：９月議会で報告する一般報告書の作成（施政方針で示した政策や事業の８月までの状況報告）
長・副市長と協議しながらとりまとめる。 当該年度 １１月：１２月議会で報告する一般報告書の作成（施政方針で示した政策や事業の１１月までの状況報告）

執行計画 　２月：３月議会で表明する施政方針の作成
(3)事業内容 内　　容 　　※なお、施政方針・一般報告の作成にあたり、事前に各課から報告事項を提出してもらう。

　ふれあい懇談会については、５月は新年度事業の進捗状況、１１月は新年度の予算編成状況について作成
施政方針と一般報告、市政ふれあい懇談会共通事項の作成回数 想定値 6当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各定例会の開会、市政ふれあい懇談会の開催までに作成し、議会・市民・職員に、市政の運営方針や進捗状況についての情報を 間接 施政方針・市政一般報告、ふれあい懇談会ホームページへのアクセス 件 4,296 4,500
提供する。 件数（年間）

令和 4年度 議会・市民・職員に、市政の運営方針や進捗状況についての情報を提供する。 間接 施政方針・市政一般報告、ふれあい懇談会ホームページへのアクセス 件 4,750
件数（年間）

令和 5年度 議会・市民・職員に、市政の運営方針や進捗状況についての情報を提供する。 間接 施政方針・市政一般報告、ふれあい懇談会ホームページへのアクセス 件 5,000
件数（年間）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

施政方針・一般報告の作成 0 施政方針・一般報告の作成 0 0 施政方針・一般報告の作成 0 施政方針・一般報告の作成 0
市政ふれあい懇談会の共通項目作成 0 市政ふれあい懇談会の共通項目作成 0 0 市政ふれあい懇談会の共通項目作成 0 市政ふれあい懇談会の共通項目作成 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1 0.7 0.7 0.6 0.6
正職員人件費 8,700 6,230 6,230 5,340 5,340

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,700 6,230 6,230 5,340 5,340
(11)単位費用

1,450千円／回 1,038.33千円／回 1,038.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・施政方針や一般報告により、市が新年度に取り組む政策や事業などを明らかにして、市政の運営方針や進捗状況に関す ●①事前確認での想定どおり
る情報を提供することは、議会・市民・職員との情報の共有化を図るために必要不可欠であり、さらに市民の市政への関 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 心を高め、市民と市の協働のまちづくりを一層推進するためにも必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

議会及びふれあい懇談会開催時に適正に作成することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の施策を市民にお知らせするものであり、当事者である市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が実施すべきであるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4,296 4,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

インターネットにより情報を確認する人が多かったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7,068 157.07
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,230 2,470 6,230 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

28.39

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 インターネットにより情報を確認する人が多かったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 72.23

件 10万円 113.45 157.07

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 12 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 施政方針・一般報告等の作成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,230 千円 (うち人件費 6,230 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民と市が情報を共有できるよう、広報あびこや市ウェブサイトの充実を図るとともに、新聞やテレビ、ラ 市長が、新年度に市が取り組む政策や事業などを施政方



部局間相互の総合調整を図るため。
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
行政運営の基本方針や重要施策、条例などの重要事項の決定、各部局間相互の総合調整を図るため、市長、 庁議開催予定日　　　　：毎月１日、１５日（議会開催月除く）　
副市長、教育長、水道事業管理者と各部局長で構成する庁議を開催する。 庁議調整会議開催予定日：庁議開催日の１週間前　
原則として、議会のある月を除いて毎月２回開催し、庁議終了後は、報告書を作成し、市のホームページに 当該年度
掲載する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 また、庁議の円滑な運営を図るため、庁議開催前に、市長、副市長、総務部長、企画財政部長で構成する庁
議調整会議を開催して、庁議付議事項の内容について調整する。

庁議の開催回数 想定値 15当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 15

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議題についての連絡調整を行う。 直接 連絡調整率（連絡調整された議題数/連絡調整を必要とする議題数） ％ 100 100

令和 4年度 議題についての連絡調整を行う。 直接 連絡調整率（連絡調整された議題数/連絡調整を必要とする議題数） ％ 100

令和 5年度 議題についての連絡調整を行う。 直接 連絡調整率（連絡調整された議題数/連絡調整を必要とする議題数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

庁議の開催・運営 0 庁議の開催・運営 0 0 庁議の開催・運営 0 庁議の開催・運営 0
議事概要の作成 0 議事概要の作成 0 0 議事概要の作成 0 議事概要の作成 0

企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画調整業務を行う会計年度任用職員
　2,510千円×0.2 502 　2,582千円×0.2 517 517 2,582千円×0.2 517 2,582千円×0.2 517

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 502 合　　計 517 517 合　　計 517 合　　計 517
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 502 517 517 517 517

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.27 0.29 0.29 0.27 0.27
正職員人件費 2,349 2,581 2,581 2,403 2,403

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,851 3,098 3,098 2,920 2,920
(11)単位費用

190.07千円／回 206.53千円／回 206.53
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政運営の基本方針や重要施策、条例などの重要事項の決定について、部局間の情報共有や調整を図りながら決定してい ●①事前確認での想定どおり
くために必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

行政運営の基本方針や重要施策、条例などの重要事項の決定する機関であるとともに、部局間の情報共有の場として機能
した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市としての重要事項の決定や庁内の情報共有を行う機関であ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市役所庁内の様々な事項に係る意思決定及び情報共有するための会議の運営であることから、市民の参画は難しい。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事前の想定どおり庁議を開催した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,098 △247 3,098 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△8.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.23

％ 10万円 3.23 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 13 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 庁議 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 庁議の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,098 千円 (うち人件費 2,581 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 行政運営の基本方針や重要施策、条例などの重要事項の決定や、各



かりやすく説明する。
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
年４回開催される市議会定例会において、議員の質問要旨に基づき、質問を担当部局に割り振って、答弁書 市議会定例会が開催される６月、９月、１２月、３月に議会答弁検討会を開催する。
案を作成してもらう。 市議会定例会の閉会後に、議会答弁に係る進行管理を行う。
市長、副市長、企画財政部長、総務部長、担当部局の部課長による議会答弁検討会を開催し、担当部局の答 当該年度 議会で報告する一般報告書の作成（６月・９月・１２月議会）
弁書案をもとに答弁書の調整を行う。 執行計画 議会で表明する施政方針の作成（３月議会）

(3)事業内容 内　　容 また、各議会の閉会後には、議会答弁に係る進行管理を行い、議会で答弁した内容が着実に実行されている
かを管理する。
市長が３月議会で表明する新年度の施政方針や、６月・９月・１２月の定例市議会で行う一般報告の内容に 円滑な議会運営の実施率 想定値 100当該年度
ついて、庁内各課から提出された報告内容をもとに、市長・副市長と協議しながら取りまとめる。 単位 ％

活動結果指標 実績値 100議会での演説後は、ホームページを活用して市民へ周知する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 議会を円滑に進行できるよう事前調整を行う。 直接 答弁検討会、施政方針・一般報告の調整率 ％ 100 100

令和 4年度 議会を円滑に進行できるよう事前調整を行う。 直接 答弁検討会、施政方針・一般報告の調整率 ％ 100

令和 5年度 議会を円滑に進行できるよう事前調整を行う。 直接 答弁検討会、施政方針・一般報告の調整率 ％ 100

質問・報告内容によって担当部局との調整に手間取る場合があるため、質問内容の正確な把握と速やかな調整に努める。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

議会運営の支援 0 議会運営の支援 0 0 議会運営の支援 0 議会運営の支援 0

企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画調整業務を行う会計年度任用職員
　2,510千円*0.2 502 　2,582千円*0.2 517 517 　2,582千円*0.2 517 2,582千円*0.2 517

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 502 合　　計 517 517 合　　計 517 合　　計 517
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 502 517 517 517 517

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.32 0.33 0.33 0.32 0.32
正職員人件費 2,784 2,937 2,937 2,848 2,848

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,286 3,454 3,454 3,365 3,365
(11)単位費用

32.86千円／％ 34.54千円／％ 34.54
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

議員の質問に対し、総合的な調整を行ったうえで的確かつ簡潔に答弁するために必要な事業である。また、答弁した内容 ●①事前確認での想定どおり
が、その後に各部局において進めれらているのかを調整するうえで、議会答弁の進行管理は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 施政方針や一般報告により、市が新年度に取り組む施策や事業などを明らかにして、市政の運営方針や進捗状況に関する ○要
   背景は？(事業の必要性) 情報を提供することは、議会・市民・職員との情報の共有化を図るために必要不可欠であり、さらに市民の市政への関心 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

を高め、市民と市の協働のまちづくりを一層推進するためにも必要である。 議会の円滑な運営や市民への情報発信等、市政運営に必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 議会の適切な運営や市政に関する情報発信にかかる事業であ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

答弁検討会や答弁の進行管理を適宜実施して必要な調整を図った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,454 △168 3,454 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.9

％ 10万円 2.9 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 14 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 議会運営の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.33 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,454 千円 (うち人件費 2,937 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 議会における一般質問への対応や施政方針演説を通じて、政策を分



能を集約し施設を複合化して、より効率的・効果的に整備・
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 運営するとともに、安全で利用しやすい施設にするため。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
平成３０年度に策定した「湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備方針」に基づき、「公共施設等総合管 湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備方針に基づき、各施設の所管課にて実施する整備の進行管理を行
理計画」や各施設の整備計画等と整合性を図りながら、各施設の所管課にて整備を進める。 う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備進捗率 想定値 20当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 20

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備を順次進める。 直接 事業の進行管理 ％ 20 20

令和 4年度 湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備を順次進める。 直接 事業の進行管理 ％ 40

令和 5年度 湖北台地区公共施設（第１期整備）の整備を順次進める。 直接 事業の進行管理 ％ 60

複数課にまたがる事業のため、常に意見交換・調整を行いながら進める必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

事業の進行管理 0 事業の進行管理 0 0 事業の進行管理 0 事業の進行管理 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.04 0.04 0.25 0.25
正職員人件費 435 356 356 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 435 356 356 2,225 2,225
(11)単位費用

21.75千円／％ 17.8千円／％ 17.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

湖北台地区の公共施設については、老朽化が進むとともに、バリアフリーに対応していない施設が多いことから、市民の ●①事前確認での想定どおり
安全で安心なくらしを守り、市民サービスの向上を図るため、「湖北台地区公共施設整備（第１期整備）の整備方針」に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 基づき、「公共施設等総合管理計画」や各施設の整備計画等と整合性を図りながら、各所管課にて整備を進めていく必要 ○要
   背景は？(事業の必要性) がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事業の必要性に変化はない。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 整備対象施設は収益が望める性質の施設ではないため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし 必要に応じ、関係課ごとに地元住民の意見聴取を行っている ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ほか、今後も進捗状況により住民説明会を開催していく。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし 関係課と調整を行い、協議の場で情報共有を図っている。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

整備方針に基づき、各所管課と協議を進めることができているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 356 79 356 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

18.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.62

％ 10万円 5.62 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 15 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 湖北台地区公共施設整備の検討 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 356 千円 (うち人件費 356 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 湖北台地区の老朽化した公共施設について、機



施 基本構想及び基本計画、実施計画を策定し、適切に進行管理することにより、事業の確実な実施を確保し、
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 構想・計画に掲げる施策の目的を実現する。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
上位計画である基本構想や基本計画に合わせて、市を取り巻く環境の変化に的確に対応できるよう、３年ス 〇４月から１２月　第四次総合計画の策定作業：通年（基本計画案の策定、総合計画審議会、策定委員会、
パンの事業レベルの計画である実施計画の進行管理を行う。（第１０期実施計画は、令和２・３年の２年） ワーキングチーム）
計画に位置づけられた事業に計画変更の必要が生じた場合は、事業を確実に実施することができるよう、所 当該年度 １月　第四次総合計画案パブリックコメントの実施
管部局と調整して実施計画を変更する。 執行計画 ３月　第四次総合計画策定、第１期実施計画策定

(3)事業内容 内　　容 新たに実施する必要が生じた事業については、事業の必要性や緊急性を精査し、必要に応じて実施計画に新
たに位置づける。
年度当初に市長が進行管理を行う指定事務事業を定め、当該事業の所管部局長は、１０月に中間報告を行う 指定事務事業数 想定値 50当該年度
とともに、事業の執行に問題があれば直ちに問題点対応報告書を提出し、翌年度に事後評価を行う。 単位 数

活動結果指標 実績値 49令和４年度を開始年度とする第四次総合計画を策定する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 実施計画の進行管理を行い、計画に位置付けられた事業を確実に実施する。 直接 事業実施率（実施済事業数／実施予定事業数） ％ 100 100

令和 4年度 実施計画の進行管理を行い、計画に位置付けられた事業を確実に実施する。 直接 事業実施率（実施済事業数／実施予定事業数） ％ 100

令和 5年度 実施計画の進行管理を行い、計画に位置付けられた事業を確実に実施する。 直接 事業実施率（実施済み事業数／実施予定事業数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 【第四次総合計画の策定】 ＊ 【第四次総合計画の策定】 【実施計画の進行管理】 【実施計画の進行管理】
＊ 総合計画審議会委員報酬 700 ＊ 総合計画審議会委員報酬 669 396 第四次総合計画第１期実施計画の 0 第四次総合計画第１期実施計画の 0

３，５００円×２５人×８回 ３，５００円×２５人×８回 進行管理 進行管理
＊ 総合計画審議会委員用お茶購入費 3 ＊ 総合計画審議会委員用お茶購入費 6 4

　１３５円×１．１０×２０本 　１００円×２５本×２回×１．１０ 第１期実施計画に係る印刷製本費 49
＊ 総合計画に係る会議録作成業務 511 ＊ 総合計画に係る会議録作成業務 319 311

１４，５００円×３２時間×１．１０ 　１４，５００円×２０時間×１．１
実施内容 ＊ 総合計画策定支援業務委託 2,328 ＊ 総合計画策定支援業務委託 500 0

（継続費元年～３年） 　継続費・逓次繰越分 4,361 2,222
(8)施行事項

費　　用  令和元年度逓次繰り越し分 2,033 ＊ 第四次総合計画印刷製本業務 495 198
＊ 総合計画策定に係る消耗品 23 　３，０００円×１５０部×１．１
＊ 国土強靭化計画策定 0 　

【実施計画の進行管理】 【実施計画の進行管理】
第三次総合計画第１０期実施計画の ○第四次総合計画第１期実施計画の検討 0 0
進行管理 ○第三次総合計画第１０期実施計画の 0 0

＊ 第１０期実施計画に係る印刷製本費 49 　進行管理
２２０円×２００部×１．１０

企画調整業務を行う会計年度任用職員 251 企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画調整業務を行う会計年度任用職員
　2,510千円*0.1 　2,582千円*0.1 258 258 　2,510千円*0.1 251 　2,510千円*0.1 251

予算(決算)額 合　　計 5,898 合　　計 6,608 3,389 合　　計 300 合　　計 251
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,898 6,608 3,389 300 251

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.83 1.43 1.43 1.02 1.02
正職員人件費 15,921 12,727 12,727 9,078 9,078

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,819 19,335 16,116 9,378 9,329
(11)単位費用

436.38千円／数 386.7千円／数 328.9
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

基本構想や基本計画、実施計画に基づく総合的・計画的な行政運営を進めていくうえで必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

計画に基づき事業が実施されたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行政運営の根幹となる計画の進行管理及び策定であるため、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市が主導で進めなければならない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 総合計画審議会として市民に委嘱するほか、各地域・各世代 第四次総合計画策定のための総合計画審議会において、市民 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り の意見を幅広く聴く場を設け、計画を策定する。 公募委員５名を委嘱している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 　

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
計画の策定や事業の進行管理であることから、該当しない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおり実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,335 2,484 16,116 83.35
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

総合計画策定支援業務について、支援を受ける業務を精査し、必要最低
限にすることで、事業費の削減に努めた。

11.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 総合計画策定支援業務の事業費が、入札により当初予算

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 額より安価となったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.52

％ 10万円 0.62 119.23

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 16 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 総合計画の策定と進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.43 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,344 千円 (うち人件費 12,727 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 19,335 千円 (うち人件費 12,727 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、



及び事務事業について、達成目標及び成果を明確にし、
施策目的・

(2)目的 がら、政策の企画・立案からその執行方法と成果までを市民に公表し市民とともに評価します。また、施策 事業目的 組織目標及び個人目標と連動させ、その評価結果を予算編成、人員配置、組織編成、事務事業の改善、人事
展開方向

や事業が計画的・効果的に進められるよう進行管理を徹底します。 考課等に活用することにより、本市における行政経営の効果的かつ効率的な推進を図るため。
総合計画や分野別計画などに沿って実施する施策や事務事業について、達成目標や成果を明確にし、組織目 ・４月～６月　　　　３年度行政評価実施要領の作成
標と個人目標と連動させ、その評価結果を予算編成や、人員配置、組織編成、事務事業の改善、人事考課な 　　　　　　　　　　３年度部の運営方針・課の目標・施策・事務事業の事前評価の公表
どに活用することにより、行政経営の効果的かつ効率的な推進を図る。 当該年度 　　　　　　　　　　２年度部の運営方針・課の目標・施策・事務事業の事後評価
毎年、各部局長が作成した新年度の部の運営方針について理事者協議を行い決定した部の運営方針に基づい 執行計画 ・９月　　　　　　　２年度施策・事務事業の事後評価結果を踏まえた改善策の決定とそれらの公表

(3)事業内容 内　　容 て、各課長が課の目標を設定する。各部課長は、前年度の部の運営方針と課の目標設定について事後評価を ・１１月　　　　　　４年度部の運営方針・課の目標・施策・事務事業の事前評価
行い、事前と事後の内容を公表する。 ・通年　　　　　　　行政評価の在り方についての検討
また、毎年、担当部課長が施策と事務事業の事前評価と事後評価を行い、事前と事後の内容を公表する。施 事後評価を行う２年度事務事業の件数 想定値 970当該年度
策と事務事業の事後評価の公表にあたっては、その改善策について庁議で決定する。 単位 件

活動結果指標 実績値 950さらに、令和４年度から開始する第四次総合計画にあわせ、新たな手法による行政評価を検討する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業の改善にいかす。 直接 事務事業の改善策の実施率（２年度から廃止・休止した事務事業件数 ％ 100 100
／２年度から廃止・休止すると庁議決定した事務事業の件数）

令和 4年度 令和４年１月から新たな行政評価手法を導入する。 直接 新たな行政評価手法導入の進捗率 ％ 100

令和 5年度 前年度事務事業の事後評価を行い、その結果を確実に事務事業の改善にいかす。 直接 事務事業の改善策の実施率（４年度から廃止・休止した事務事業件数 ％ 100
／４年度から廃止・休止すると庁議決定した事務事業の件数）

施策・事務事業の達成目標や指標の設定など、評価表の記入内容に不適当なものが未だに見受けられるため、今後も職員に対す
(7)事業実施上の課題と対応 る説明会や個別のフォローアップを行い対応していく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

行政評価システム保守点検委託料 363 行政評価システム保守点検委託料 363 363 行政評価システム保守点検委託料 182 新たな手法による行政評価の運営 0
　月額27,460円×1.1×12月 　月額27,460円×1.1×12月 　月額27,460円×1.1×6月
行政評価システム使用料 2,722 行政評価システム使用料 2,268 2,268 新たな手法による行政評価の運営 0
　月額210,000円×1.08×12月 　月額226,800円×10月

新たな手法による行政評価の検討
＊ 新システムの導入に向けた検討 0

（債務負担は財政課で設定）
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,085 合　　計 2,631 2,631 合　　計 182 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,085 2,631 2,631 182 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.96 1.01 1.01 0.81 0.81
正職員人件費 8,352 8,989 8,989 7,209 7,209

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,437 11,620 11,620 7,391 7,209
(11)単位費用

11.79千円／件 11.98千円／件 12.23
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政評価は、市民の満足度に視点をおいた政策を実現するため、政策の選択やその進め方が適切かどうかを常に判断する ●①事前確認での想定どおり
ことが必要なことから、平成１２年に議決された基本構想において、市の政策の企画・立案からその執行方法と成果まで ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ をわかりやすく客観的に評価できるしくみの確立が位置づけられたことに基づいて導入されたものであり、市のあらゆる ○要
   背景は？(事業の必要性) 行政活動を市民に公表し客観的に評価していくことで、また、限られた財源の中で施策や事務事業を効果的に選択し効率 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

的に執行していくうえで有効な業務管理手法となっている。 令和３年度までの行政評価システムでは、１０００近い市の全事業を対象に評価を実施し、事業の改善や事業費の削減に
つなげられた。業務が複雑・多様化しており、行政評価が形骸化している面が見受けられること、現在の評価手法による

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の事業や行政活動を詳細まで把握したうえで進行管理を行

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 う評価制度であるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
事業仕分けとの差別化として、行政評価は職員による自己評価としているため、該当なし。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 所管課から当課への紙での提出は最低限とし、システムを活 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 用した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

すべての事業について、事後評価を適切に行うことができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,620 △183 11,620 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.86

％ 10万円 0.86 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 21 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 行政評価の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.01 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,620 千円 (うち人件費 8,989 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の満足度や成果に視点をおいた行政運営を進めるため、行政評価や事業仕分け、各種審議会を活用しな 総合計画、分野別基本計画等に沿って実施する施策



ともにウイングホール柏斎場と平成２６年度から指定管理者制度を導入した障害者支援施設
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的 「みどり園」について、効率的、効果的な行政運営を行う。
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
我孫子市、柏市、流山市の３市の行政サービスの一部を共同で行うことを目的として設置した東葛中部地区 主管者会議　随時
総合開発事務組合の構成団体として負担金を支払うとともに、同組合が運営する「ウイングホール柏斎場」 定例議会　２月、１０月
と平成２６年度から指定管理者制度を導入した障害者支援施設「みどり園」のモニタリングを含め、同組合 当該年度 みどり園のモニタリングの実施（通年）
の運営全般について、市民サービスの向上や効率的で効果的な運営などの視点から、主管者会議等で調整を 執行計画 ウイングホール柏斎場の運営（通年）

(3)事業内容 内　　容 進めていく。 ウイングホール柏斎場の火葬需要を踏まえた施設整備を検討（随時）

２施設の平均稼働日数 想定値 333当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 333

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ウイングホール柏斎場と障害者支援施設「みどり園」の効率的な運営をする。 間接 ３市の効率的な運営に向けた取り組み数 件 1 1

令和 4年度 ウイングホール柏斎場と障害者支援施設「みどり園」が効率的に運営されている。 間接 ３市の効率的な運営に向けた取り組み数 件 1

令和 5年度 ウイングホール柏斎場と障害者支援施設「みどり園」が効率的に運営されている。 間接 ３市の効率的な運営に向けた取り組み数 件 1

ウイングホール柏斎場周辺自治会からの要望に対して、３市と事務組合事務局が連携を密にし、調整を図りながら進めていく必
(7)事業実施上の課題と対応 要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

総務費負担金 9,177 総務費負担金 8,960 8,960 総務費負担金 8,960 総務費負担金 8,960
民生費負担金（みどり園） 28,956 民生費負担金（みどり園） 29,221 29,221 民生費負担金（みどり園） 29,221 民生費負担金（みどり園） 29,221
衛生費負担金（ｳｲﾝｸﾞﾎｰﾙ柏斎場） 79,438 衛生費負担金（ｳｲﾝｸﾞﾎｰﾙ柏斎場） 86,566 86,566 衛生費負担金（ｳｲﾝｸﾞﾎｰﾙ柏斎場） 86,566 衛生費負担金（ｳｲﾝｸﾞﾎｰﾙ柏斎場） 86,566

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 117,571 合　　計 124,747 124,747 合　　計 124,747 合　　計 124,747
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 117,571 124,747 124,747 124,747 124,747

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.18 0.18 0.18 0.18 0.18
正職員人件費 1,566 1,602 1,602 1,602 1,602

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 119,137 126,349 126,349 126,349 126,349
(11)単位費用

358.85千円／日 379.43千円／日 379.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　我孫子市、柏市、流山市で構成する東葛中部地区総合開発事務組合で、ウイングホール柏斎場及び障害者支援施設「み ●①事前確認での想定どおり
どり園」を運営している。これらの施設は、単独の市で運営するより広域で運営する方が効率的であることから、今後も ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 引き続き、３市で運営していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

斎場及び障害者支援施設を市単独ではなく３市が共同で運営する方が効率的である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市、柏市、流山市の３市で斎場及び障害者支援施設を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 運営している。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事務組合主幹者会議において効率的な運営に向けた協議を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 126,349 △7,212 126,349 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△6.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.79

件 1億円 0.79 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 24 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 東葛中部地区総合開発事務組合の運営 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市、柏市、流山市 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 126,349 千円 (うち人件費 1,602 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 柏市、流山市と



域的な課題に対応 東葛６市（松戸市・柏市・野田市・流山市・鎌ヶ谷市・我孫子市）の共通課題、広域的な課題に対応し、市
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的 民サービスの向上と効率的・効果的な行政運営を進める。
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
東葛６市の広域的な共通課題を確認し、その解決に向けた取り組みの検討を行う。 随時　幹事会（年３回程度）、行政懇談会（県議、国会議員）、行政視察
①広域行政の充実に関する要請への対応 随時　東葛６市中堅職員検討会（年４回程度）、視察（年１回、必要に応じて）
②広域連携に係る計画等の検討 当該年度 ５月　総会
③６市のまちづくりについての情報交換 執行計画 10～11月  東葛広域行政連絡協議会研修会又は視察

(3)事業内容 内　　容

会議の開催回数 想定値 8当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 東葛６市の広域的な共通課題の解決に向けた取り組みを行うことで、効率的、効果的なまちづくりを進める。 直接 課題への取り組み数 件 1 1

令和 4年度 東葛６市の広域的な共通課題の解決に向けた取り組みを行うことで、効率的、効果的なまちづくりを進められている。 直接 課題への取り組み数 件 1

令和 5年度 東葛６市の広域的な共通課題の解決に向けた取り組みを行うことで、効率的、効果的なまちづくりを進められている。 直接 課題への取り組み数 件 1

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

負担金 50 負担金 50 負担金 50 負担金 50
【3月補正】 △50 △50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 50 合　　計 0 △50 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50 0 △50 50 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.18 0.18 0.18 0.18 0.18
正職員人件費 1,566 1,602 1,602 1,602 1,602

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,616 1,602 1,552 1,652 1,652
(11)単位費用

202千円／回 200.25千円／回 221.71
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

行政区域を超えた市民の生活圏の拡大、少子高齢化や厳しい財政状況の中で、近隣市が連携して、共通課題の解決や広域 ●①事前確認での想定どおり
的な課題に対応することで、市民サービスの向上や効率的、効果的な行政運営をしていく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

少子高齢化と人口減少が進む中、市単独で対応が難しい課題について、近隣市と連携して取り組む必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 本協議会の構成団体は東葛地区６自治体のみであるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
東葛地域の6市が広域的な課題を抽出し、その課題解決のために協議・調整を行う組織のため市民参加はない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

県議会議員への要望を行ったほか、中堅職員検討会では、昨年度に引き続き同テ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100

ーマである新しい生活様式の導入・検討について情報交換を行った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,602 14 1,552 96.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06

件 10万円 0.06 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
令和3年度は1回のみ対面による会議が行われ他は書面、オンラインによる開催となったが、引き続き東葛地区の５市とは随時情報共有し意見交
換を行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 25 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 東葛広域行政連絡協議会 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 松戸市・柏市・野田市・流山市・鎌ヶ谷市・我孫子市 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,652 千円 (うち人件費 1,602 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,602 千円 (うち人件費 1,602 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広



ートを基調として、常磐線沿線のイメージアップと沿線自治体の活性化などを図る。
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
台東区、荒川区、足立区、葛飾区、松戸市、柏市、我孫子市、取手市、東京藝術大学、東日本旅客鉄道㈱東 台東区、荒川区、足立区、葛飾区、松戸市、柏市、我孫子市、取手市、東京藝術大学、ＪＲ東日本東京支社
京支社の１０団体で当協議会を構成する本協議会で次の事業を行う。 の１０団体で構成する当協議会で、ＪＲ常磐線沿線地域の活性化に向けて次の事業を行う。
①ＪＲ常磐線沿線地域の活性化についての調査・研究 当該年度 ・沿線活性化にむけ全構成団体が連携して行う共同事業（スタンプラリー等）の開催
②ＪＲ常磐線沿線地域の活性化を図るイベント等の普及・啓発 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ③資料の収集及び情報交換の実施
④目的達成のために必要な協議

我孫子市内でのイベント等の開催回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 常磐線沿線のイメージアップを図る。 間接 イベント等の開催回数 件 1 1

令和 4年度 常磐線沿線のイメージアップが図られている。 間接 イベント等の開催回数 件 2

令和 5年度 常磐線沿線のイメージアップが図られている。 間接 イベント等の開催回数 件 2

常磐線沿線のイメージアップを図るため、ＪＲ東日本や東京藝術大学、沿線自治体と連携を密にし事業を展開していく必要があ
(7)事業実施上の課題と対応 る。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

負担金 50 負担金 50 50 負担金 400 負担金 400
特別負担金 350 特別負担金 100 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 400 合　　計 150 150 合　　計 400 合　　計 400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 400 150 150 400 400

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.08 0.08 0.17 0.17
正職員人件費 1,479 712 712 1,513 1,513

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,879 862 862 1,913 1,913
(11)単位費用

1,879千円／回 862千円／回 862
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

つくばエクスプレスが開通したことなどにより、常磐線利用者が減少していることから、ＪＲ東日本と沿線自治体が連携 ●①事前確認での想定どおり
して、さまざまな事業を展開することで、常磐線沿線のイメージアップを図る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

常磐線沿線のイメージアップを図るため、JR東日本や東京芸術大学、常磐線沿線自治体と連携していく必要性に変わりは
ないため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が協議会の構成員となっているため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民参加型のイベントを実施し、協議会のPRを図った。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
協議会は常磐線8自治体と、ＪＲ東日本、東京藝術大学で構成しており、市民の参画はない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている アートアンブレラのイベントを開催した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
協議会のメインイベントである「アートアンブレラ」は、ＪＲの忘れ物傘を活用している。

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で、イベントの実施をすることができ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100

たため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 862 1,017 862 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

54.12

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.12

件 10万円 0.12 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
本協議会は、常磐線のイメージアップと沿線自治体の活性化を進めていく上で必要な事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 27 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 ＪＯＢＡＮアートライン協議会 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 常磐沿線自治体等１０団体 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,112 千円 (うち人件費 712 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 862 千円 (うち人件費 712 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 ア



安定化などの重要施策を効果的・総合的に推進す
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 るための方策を検討、調整する。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
若い世代の定住化の促進や、交流人口の拡大、財政基盤の安定化などに係る次の重要施策を効果的かつ総合 理事者や担当部局からの要望等に基づいて適宜会議を開催し、会議概要を作成する。
的に推進するための方策を検討・調整するため、市長、副市長、総務部長、企画財政部長、環境経済部長、
都市部長の６名で構成する当会議を、関係部局と連携・調整しながら開催し、会議概要を作成する。 当該年度
・産業の振興に関すること。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・土地利用に関すること。
・重要な都市基盤の整備に関すること。
・財源の確保に関すること。 会議の開催回数 想定値 1当該年度
・その他市長が必要があると認めた事項に関すること。 単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 検討事項について、一定の対応方針が定まる。 間接 検討事項のうち、対応方針が定まった事項の割合 ％ 0 100

令和 4年度 検討事項について、一定の対応方針が定まる。 間接 検討事項のうち、対応方針が定まった事項の割合 ％ 100

令和 5年度 検討事項について、一定の対応方針が定まる。 間接 検討事項のうち、対応方針が定まった事項の割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

活力ある地域づくり推進会議の開催 0 活力ある地域づくり推進会議の開催 0 0 活力ある地域づくり推進会議の開催 0 活力ある地域づくり推進会議の開催 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.01 0.05 0.05 0.01 0.01
正職員人件費 87 445 445 89 89

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 87 445 445 89 89
(11)単位費用

87千円／回 445千円／回 445
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

若い世代の定住化の促進や、交流人口の増加、財政基盤の安定化など重要施策を推進するための方策については、市長、 ●①事前確認での想定どおり
副市長、関係部長で構成する部門横断的な庁内組織の中で検討、調整することが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

会議を開催することで、関係部門において必要な検討・調整をスムーズに行え、情報の共有も図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 全庁の関係部門において検討・調整をするための会議である

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

公園坂通りに面する手賀沼公園近くのコンビニエンスストア跡地についての対応
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

方針を決定することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 445 △358 445 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△411.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 22.47

％ 10万円 22.47 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1447 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 活力ある地域づくり推進会議 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 445 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 若い世代の定住化の促進や、交流人口の増加、財政基盤の



民のホームタウン意識を醸成する。
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
柏レイソルホームタウンエリア（我孫子市、印西市、柏市、鎌ヶ谷市、白井市、流山市、野田市、松戸市） ・５月～１１月にホームタウンサンクスデーの開催
の構成市として、レイソルのホームゲームとして年に１回開催される「ホームタウンサンクスデー」におい 　子ども達の参加、ピッチを使用してのパフォーマンスによる、我孫子市のＰＲや柏レイソルＨＰによる情
て、市を紹介する動画の放映や場内ブースでの特産品の販売などのPR活動を実施する。 当該年度 報発信を行う。

執行計画 ・我孫子市のイベントへの、柏レイソル選手やコーチの派遣について調整する。
(3)事業内容 内　　容

ホームタウンサンクスデーの開催回数 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ホームタウンサンクスデーを開催することで、我孫子市民のホームタウン意識を徐々に高める。 間接 ホームタウンサンクスデーの開催回数 回 1 1

令和 4年度 ホームタウンサンクスデーを開催することで、我孫子市民のホームタウン意識が徐々に高まっている。 間接 ホームタウンサンクスデーの開催回数 回 1

令和 5年度 ホームタウンサンクスデーを開催することで、我孫子市民のホームタウン意識が徐々に高まっている。 間接 ホームタウンサンクスデーの開催回数 回 1

我孫子市の情報をより多くの人に伝えるため、ホームタウンサンクスデー開催時に魅力あるイベントや情報発信を実施する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ホームタウンサンクスデーの開催に向 ホームタウンサンクスデーの開催に向 ホームタウンサンクスデーの開催に向 ホームタウンサンクスデーの開催に向
けた調整 けた調整 けた調整 けた調整
ホームタウンサンクスデーに係る消耗品 ホームタウンサンクスデーに係る消耗品 ホームタウンサンクスデーに係る消耗品 ホームタウンサンクスデーに係る消耗品
　セレモニー特産品　5,000円×3個 15 　セレモニー特産品　5,000円×3個 15 15 　セレモニー特産品　5,000円×3個 15 セレモニー特産品　5,000円×3個 15
　ホームタウンサンクスデー実施に係 　ホームタウンサンクスデー実施に係 　ホームタウンサンクスデー実施に係 ホームタウンサンクスデー実施に係
　る消耗品 30 　る消耗品 30 3 　る消耗品 30 る消耗品 30
　PR用消耗品 70 　PR用消耗品 60 50 　PR用消耗品 60 PR用消耗品 60

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 115 合　　計 105 68 合　　計 105 合　　計 105
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 115 105 68 105 105

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.05 0.05 0.08 0.08
正職員人件費 696 445 445 712 712

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 811 550 513 817 817
(11)単位費用

811千円／回 550千円／回 513
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

柏レイソルとの交流により、スポーツ振興や青少年の育成をはじめ、市のＰＲを通して市民のホームタウン意識を醸成す ●①事前確認での想定どおり
る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

柏レイソルのホームタウンとして、市民のホームタウンの意識を醸成していく必要に変わりがないため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 柏レイソルと自治体が連携した事業であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 新型コロナウイルス感染拡大防止により、規模を縮小したた ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り め、学生ボランティアの依頼を行わなかったが、来場者に対 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り して本市のマスコットキャラクターを印刷したトートバック ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している を配付した。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
農産物直売所を運営するあびベジやインフォメーションセンターの指定管理者と連携し、我孫子市のＰＲ事業として実施
している。柏レイソルの主催であることから、実施できる内容が限られているため、市民の参画は進めていない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
環境負荷となる事業ではない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

柏レイソルと連携してホームタウンサンクスデーを実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 550 261 513 93.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

ＰＲするふるさと産品や農産物などを見直し、効果的に実施していく。

32.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.18

回 10万円 0.19 105.56

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
柏レイソルの試合にあわせてホームタウンサンクスデーを実施することにより、効果的に市のＰＲができている。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1539 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 柏レイソルホームタウン事業 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成21年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 550 千円 (うち人件費 445 千円）⑦事業費
総事業費 40 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 柏レイソルホームタウン事業を通して、市



交通の利便性向上などの広域的な課題に対応 手賀沼・手賀川やその周辺の豊かな水と緑などの資源を活用したまちづくりを推進し、地域の魅力向上を図
施策目的・

(2)目的 するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区総合開発事務組合 事業目的 る。
展開方向

が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成２６年４月から指定管理者
千葉県東葛飾地域振興事務所・印旛地域振興事務所・柏土木事務所・印旛土木事務所、柏市・印西市・我孫 各１～２回／年　手賀沼・手賀川活用推進協議会・幹事会の開催
子市（事務局）・国土交通省利根川下流河川事務所（オブザーバー）で構成する「手賀沼・手賀川活用推進 　　　　・アクションプランに位置付けた事業の進捗把握
協議会」において、手賀沼・手賀川やその周辺の豊かな水と緑などの資源を活用した施策の検討及び実現に 当該年度 　　　　・広域連携事業の調整
向けた取組みを行う。 執行計画 １～２回／年　協議会で視察研修を実施

(3)事業内容 内　　容 平成２９年度より、「手賀沼・手賀川活用推進のためのアクションプラン」（以下、アクションプランとい 適宜　　担当課会議、ワーキンググループ会議の実施
う。）に記載した、各構成団体が行う事業の情報共有や広域連携で実施する取組みの調整を行っている。
令和２年度は、これまでに進めてきた水辺の活性化に向けた検討や情報発信の強化を引き続き進めるととも 協議会・幹事会の開催 想定値 3当該年度
に、手賀沼・手賀川地域における効果的な案内サインの整備について検討する。 単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼・手賀川の水辺のにぎわい創出のため、アクションプランに位置付けられた事業の進捗を把握し、広域連携により相乗効 間接 アクションプランに位置付けられた広域連携にかかる施策のうち、具 % 40 60
果が図れる事業の推進を支援していく。 体的な取組手法を検討したものの割合

令和 4年度 アクションプランに位置付けられた水辺のにぎわい創出のための環境整備や取り組みが進んでいる。 間接 アクションプランに位置付けられた広域連携にかかる施策のうち、具 ％ 80
体的な取組手法を検討したものの割合

令和 5年度 アクションプランに位置付けられた水辺のにぎわい創出のための環境整備や取り組みが進んでいる。 間接 アクションプランに位置付けられた広域連携にかかる施策のうち、具 ％ 100
体的な取組手法を検討したものの割合

広域連携での取組みのため、各構成団体の協力が不可欠である。協議会において互いの事業の情報交換を行いながら、連携する
(7)事業実施上の課題と対応 ことにより相乗効果が期待できる事業について、取り組みを進める。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 手賀沼・手賀沼活用推進協議会の運営 0 ＊ 手賀沼・手賀沼活用推進協議会の運営 0 0 ＊ 手賀沼・手賀川活用推進協議会の運営 0 手賀沼・手賀川活用推進協議会の運営 0
・各構成団体が行う事業の情報共有 ・各構成団体が行う事業の情報共有 ・各構成団体が行う事業の情報共有 ・各構成団体が行う事業の情報共有
・広域連携事業の検討・調整 ・広域連携事業の検討・調整 ・広域連携事業の検討・調整 ・広域連携事業の検討・調整

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.23 0.23 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 2,047 2,047 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,175 2,047 2,047 2,225 2,225
(11)単位費用

725千円／回 682.33千円／回 1,023.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

手賀沼・手賀川やその周辺の豊かな水と緑の空間とこの地域に所在する様々な資源を活用し、地域の魅力向上や交流人口 ●①事前確認での想定どおり
の拡大、地域産業の活性化を図る広域的なまちづくりをさらに推進していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

手賀沼・手賀川周辺地域の資源を活用し、更なる魅力向上やイメージアップまた交流人口の拡大等を図るためには広域的
な連携が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 手賀沼・手賀川周辺の自治体や河川管理者の千葉県、国土交

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 通省と連携することで実効性のある取り組みが可能となる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 構成団体の実施する事業だけでなく、手賀沼・手賀川地域の 構成市による事業の取り組み状況に対する意見交換だけで無 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 活性化に寄与する民間事業者や地域住民の取組みについて情 く、民間事業者へ、各自治体の取り組みについて情報の発信 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 報共有、発信をしている。 や意見交換を行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 手賀沼・手賀川の自然環境を生かして、地域の魅力向上や交 手賀沼・手賀川の自然環境を生かして、地域の魅力向上や交 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 流人口の拡大に向けた取組みを推進している。 流人口の拡大に向けた取り組みを推進している。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
40 60 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

新型コロナウイルスの影響で幹事会等が開けず、事務的な意見交換や協議が行え
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 40 66.67

なえず事業の進捗がなかったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,047 128 2,047 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルスの影響で幹事会等が開けず、事業の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 進捗がなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.93

% 10万円 1.95 66.55

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1840 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 手賀沼・手賀川活用推進協議会 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 柏市・印西市・我孫子市・千葉県・国土交通省 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.23 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,047 千円 (うち人件費 2,047 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84002 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市まち・ひと・しごと創

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共



る新たな文化交流拠点施設の整備に取り組み、文化芸術活動を支援する。
施策目的・

(2)目的 提供するため、既存施設の効率的利用を一層進めるとともに、さまざまな整備手法を検討しながら、文化を 事業目的
展開方向

中心としたさまざまな交流やにぎわいを生み出す文化交流拠点施設の整備に取り組みます。
新たな文化交流拠点施設の整備に向けて、令和元年5月にとりまとめた「我孫子市文化交流拠点施設 建設構 これまで収集した意見を踏まえ、規模等を検討していく。
想（案）」をもとに、これまで収集した意見を踏まえて、規模、機能等を検討していく。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

新たな文化交流拠点施設のホール規模等の検討状況 想定値 10当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 「建設構想（案）」がたたき台となり、文化交流拠点施設の整備に関する議論が深化している。 間接 「建設構想」策定の進捗率 ％ 10 15

令和 4年度 「建設構想（案）」がたたき台となり、文化交流拠点施設の整備に関する議論が深化している。 間接 「建設構想」策定の進捗率 ％ 30

令和 5年度 「建設構想（案）」がたたき台となり、文化交流拠点施設の整備に関する議論が深化している。 間接 「建設構想」策定の進捗率 ％ 40

文化交流拠点施設の整備について、導入を期待する機能や規模、建設支持や反対など、さまざまな意見があることから集約に相
(7)事業実施上の課題と対応 当の時間を要することが見込まれる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ これまで収集した意見を踏まえて、 0 ＊ 前年度の状況を踏まえて検討 0 0 ＊ 前年度の状況を踏まえて検討 0 前年度の状況を踏まえて検討 0
規模等を検討

企画調整業務を行う会計年度任用職員 企画課業務を行う会計年度任用職員 企画業務を行う会計年度任用職員
2,582*0.2 517 517 2,582*0.2 517 2,582*0.2 517

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 517 517 合　　計 517 合　　計 517
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 517 517 517 517

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.18 0.28 0.28 0.18 0.18
正職員人件費 1,566 2,492 2,492 1,602 1,602

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,566 3,009 3,009 2,119 2,119
(11)単位費用

156.6千円／％ 300.9千円／％ 300.9
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

文化施設の建設は、多くの市民の方々から望まれており、議会においても「市民会館早期再建に関する要請について」の ●①事前確認での想定どおり
陳情が採択されていることなどから、整備に向けて、規模等に関する意見を集約していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新たな文化交流拠点施設について、これまでの調査・研究や市民等の意見を踏まえ、「建設構想案」のとりまとめが必要
であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 整備手法については、民間資本等の活用等を含め検討してい

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 く必要があるが、「建設構想案」のとりまとめが必要である
□その他 　促進された ため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民から寄せられた意見を踏まえて、導入機能や規模等を検 建設構想案に対する意見を市民から随時受けるとともに、今 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 討していく。 後社会情勢等の変化により新たに必要となる導入機能を踏ま ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り えながら、改めて建設構想案を更新したうえで広く市民の意 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 見を聞いていく。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 15 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係課と連携し、社会情勢を加味した検討を進めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,009 △1,443 3,009 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△92.15

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.5

％ 10万円 0.5 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
引き続き、令和元年5月に公表した建設構想（案）から、さらに交流機能を含めた導入機能・施設規模等を１つにとりまとめたうえで公表でき
るよう、市民の意見を聞きながら、改めて建設構想案の策定に向け進めていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1978 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 新たな文化交流拠点施設整備の検討 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.28 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,009 千円 (うち人件費 2,492 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 53101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の自主的な文化芸術活動を促進するため、共催・後援事業の拡充を図ります。また、活動や発表の場を 市民会館に代わ



各市との共通課題、広域的な課題に対し、市民サービスの向上との効率的・効果的な行政運営を図るため、
施策目的・

(2)目的 に、公共施設等総合管理計画における広域連携の考え方を踏まえながら、柏市や流山市、取手市、利根町と 事業目的 近隣自治体間での公共施設相互利用を推進する。
展開方向

一部施設で行っている公共施設の相互利用を拡大します。
柏市、取手市、印西市、利根町との各協議会において、まちづくりに関する情報交換、調査・研究、国、県 ●全協議会において、事務局会議、幹事会、総会を開催。
の諸計画に関する調整等を行う。 　・取手市及び利根町は、意見交換会を年１回開催。
また、市民サービスの向上に向けて、近隣自治体間で公共施設の相互利用について引き続き推進する。 当該年度 ●公共施設相互利用
現在実施している公共施設の相互利用 執行計画 　・我孫子市、柏市、流山市による住民票の共同発行

(3)事業内容 内　　容 ①柏市、流山市との住民票などの共同発行事業 　・取手市グリーンスポーツセンター、藤代スポーツセンター、我孫子市民体育館等の体育施設相互利用（
②取手市との体育施設・図書館施設の相互利用 両市内在住・在勤・在学者）
③利根町との図書館施設の相互利用 相互利用している公共施設の数 想定値 10当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 利用できる公共施設の数を増やし、市民の利便性を高める。 直接 新たに利用できる公共施設の数 件 0 1

令和 4年度 利用できる公共施設の数が増え、市民の利便性が高まっている。 直接 新たに利用できる公共施設の数 件 1

令和 5年度 利用できる公共施設の数が増え、市民の利便性が高まっている。 直接 新たに利用できる公共施設の数 件 1

近隣自治体との連携を密にし、協議・調整を図りながら進めていく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公共施設相互利用の実施 0 公共施設相互利用の実施 0 0 公共施設相互利用の実施 0 公共施設相互利用の実施 0
各市町との協議会、意見交換会等実施 0 各市町との協議会、意見交換等の実施 0 0 各市町との協議会、意見交換等の実施 0 各市町との協議会、意見交換等の実施 0

■柏版図柄入りナンバープレート事業 ■柏版図柄入りナンバープレート事業 ■柏版図柄入りナンバープレート事業 ■柏版図柄入りナンバープレート事業
庁内公用車用ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ交付手数料 74 庁内公用車用ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ交付手数料 76 68 庁内公用車用ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ交付手数料 76 庁内公用車用ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ交付手数料 76
　7,400円*10台 (普)7,480円*3台+(軽)7,540*7台 　(普)7,480円*3台+(軽)7,540*7台 (普)7,480円*3台+(軽)7,540*7台

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 74 合　　計 76 68 合　　計 76 合　　計 76
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 74 76 68 76 76

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.24 0.24 0.26 0.26
正職員人件費 2,262 2,136 2,136 2,314 2,314

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,336 2,212 2,204 2,390 2,390
(11)単位費用

233.6千円／件 221.2千円／件 220.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共施設の老朽化に伴う更新費用は、大きな財政負担となる。厳しい財政状況の中で効率的・効果的な行政運営を進める ●①事前確認での想定どおり
ため、近隣自治体と連携し公共施設の相互利用を実施していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

人口減少・少子高齢化による厳しい財政状況の中、効率的・効果的な行政運営を進めるため、近隣自治体と連携して公共
施設の相互利用や図柄入り柏ナンバープレート事業を実施していく必要性がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 近隣市等とのまちづくり連絡協議会の実施主体は市であり、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 市以外が主体となることはない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 公共施設の相互利用に関する協議は、自治体間で行うべきも ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り のである。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 公共施設の相互利用に関する協議は、自治体間で行うべきも

のである。
＜その他の内容＞
公共施設の相互利用に関する協議は、自治体間で行うべきものである。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新たに相互利用を開始した公共施設は無いため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,212 124 2,204 99.64
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新たに相互利用を開始した公共施設は無いため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

件 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1981 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 近隣市等とのまちづくり連絡協議会 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市・柏市・流山市・取手市・利根町 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,212 千円 (うち人件費 2,136 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 84001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民サービスの向上を図るため、柏市、流山市と行っている住民票等の共同発行を引き続き推進するととも



策の推進と地域の課題に関して連携協力し、大学においては
施策目的・

(2)目的 夫して、市民と連携した協働のまちづくりを進めます。 事業目的 有能な人材の育成を、企業においては地域の活性化及び市民サービスの向上を図る。
展開方向

・協定を締結している３大学（川村学園女子大学・中央学院大学・聖徳大学並びに聖徳大学短期大学部）と ・既連携協定締結大学との調整（川村学園女子大学・中央学院大学・聖徳大学並びに聖徳大学短期大学部）
は、それぞれ設置している相互連携会議等において、既に実施している連携事業の進捗状況を確認するとと …相互連携会議等を開催する。
もに、新たに連携する事業について検討協議を行う。 当該年度 ・連携協定の可能性のある大学との調整…連携可能な事業及び連携協定締結に向けた協議及び調整を行う。
・庁内において大学連携調査を実施し、現状の把握を行う。 執行計画 ・企業との連携…包括連携協定を希望する企業と庁内各課との協定締結に向けた調整を行う。

(3)事業内容 内　　容 ・新たに連携を検討する大学・企業については、相手方の大学・企業と庁内各課との調整を図りながら、連
携協定締結を行い、連携事業の推進を図る。

相互連携会議（３大学×２回）及び包括連携協定締結に向けた会議（ 想定値 9当該年度
２社×１回、１大学×１回）の開催数 単位 回

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 連携協定締結により、市の街づくりの推進と大学の目指す有能な社会人が育成され、地域の課題が解決できている。 間接 新たな連携事業実施率（実施できた事業数／新たな連携事業数） ％ 0 100

令和 4年度 連携協定締結により、市の街づくりの推進と大学の目指す有能な社会人が育成され、地域の課題が解決できている。 間接 新たな連携事業実施率（実施できた事業数／新たな連携事業数） ％ 100

令和 5年度 連携協定締結により、市の街づくりの推進と大学の目指す有能な社会人が育成され、地域の課題が解決できている。 間接 新たな連携事業実施率（実施できた事業数／新たな連携事業数） % 100

新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続いた場合、大学の授業がオンライン授業となるなど、学生の活動が制限されることに
(7)事業実施上の課題と対応 より連携可能な事業が少なくなり、相互連携会議の開催の必要性が少なくなることが考えられる。その場合でも、必要に応じて 代替案検討 ●有 ○無

大学事務局との情報交換を適宜行うこととする。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市と大学の連携会議の開催 0 市と大学の連携会議の開催 0 市と大学の連携会議の開催 0 市と大学の連携会議の開催 0
連携事業の実施 0 連携事業の実施 0 連携事業の実施 0 連携事業の実施 0

市と企業との連携協定に向けた調整 0 市と企業との連携協定に向けた調整 0 市と企業との連携協定に向けた調整 0
企画調整業務を行う会計年度任用職員 753 企画調整業務を行う会計年度任用職員 775 775 企画調整業務を行う会計年度任用職員 775 企画調整業務を行う会計年度任用職員 775
　2,510千円*0.3 　2,582千円*0.3 　2,582千円*0.3 　2,582千円*0.3

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 753 合　　計 775 775 合　　計 775 合　　計 775
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 753 775 775 775 775

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.07 0.11 0.11 0.24 0.24
正職員人件費 609 979 979 2,136 2,136

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,362 1,754 1,754 2,911 2,911
(11)単位費用

227千円／回 194.89千円／回 175.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地方自治体においては、地方分権の進展などにより、その責任と役割が拡大する一方、厳しい財政運営、少子高齢化の進 ●①事前確認での想定どおり
展などが課題となっており、これまで以上に多様な主体との連携、とりわけ貴重な人的・知的資源である大学との連携に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ よる課題解決が必要である。また、企業においても地域の課題解決に取り組むケースが増えてきているため、人的・物的 ○要
   背景は？(事業の必要性) 資源を持つ企業との連携による課題解決を図る必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方分権の進展等から地方自治体の責任と役割は拡大する一方、大学では地域との連携が、企業においてはCSR（社会的
責任活動）として位置づけられ、公共的な課題の解決を図る活動が期待されている状況に変わりはないため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市と大学、市と企業との連携のため、市が行う必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 川村学園女子大学との「地域活性マネジメント論」では、「 ●①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り あびこの魅力発信」について、市内飲食店経営者に依頼し、 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 学生に対して経営者側から見た我孫子市の魅力や課題につい ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している て話をしてもらった。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 魅力発信に取組むにあたっては、市の視点だけでなく、市民

の視点が必要であると考え、市内飲食店経営者に働きかけを
＜その他の内容＞ 行ったため。
市と大学で連携して行う事業によっては、市民との連携もあり得るが、現状は双方の課題について、連携して取り組むこ
とができるか検討を行っている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ●要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

当初想定していた企業との連携事業が、物理的に不可能になったものがあったた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 70 70

め。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,754 △392 1,754 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

連携会議を行う大学が3つとなったことから、事務量が増えている。

△28.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初想定していた企業との連携事業が、物理的に不可能

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ●要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 になったものがあったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 57.01

％ 100万円 39.91 70.01

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
大学連携においては、今後も地域との連携が求められることから、引き続き連携を充実させていく。企業との包括連携協定締結に向けては、多
くの企業から申出がある中、その基準が必要となったことから、「我孫子市と事業者等との包括連携協定の締結に関する要領」を定め、基準や
手順を明確化した。今後も要領に基づき、有意義な包括連携協定を締結し連携事業を実施できるよう、推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2022 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 大学・企業等との連携 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,754 千円 (うち人件費 979 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81201 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民との協働のあり方を明確にし、さまざまなまちづくりの場面でより効果的な連携が行われるしくみを工 市の住みよいまちづくりのため、街づくりの施



成田空港を活用して千葉県経済を活性化するために官民が連携して設立された「成田空港活用協議会」を通
施策目的・

(2)目的 発やＪＲ常磐線の特別快速の我孫子駅停車、快速電車の削減ダイヤの復元、東京駅乗り入れ枠の拡大と東海 事業目的 して、成田線沿線の観光振興策の促進や重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の増発などの利便性向上を図
展開方向

道線との相互直通運転などをＪＲ東日本に働きかけ、鉄道の輸送力の強化と利便性の向上を図ります。 る。
空港利用者の利便性向上やＬＣＣの利用促進、観光振興、交通アクセスの充実などの戦略を実現していくた 随時：協議会担当者会議、協議会イベントへの参画
め千葉県、成田市及び県内企業等が発起人となり平成２５年７月に成田空港活用協議会を設立した。我孫子 ５月：総会、セミナーへの参加
市もこの協議会に参画し、鉄道の充実について、成田線の重要性を協議会の中で検討していただき、沿線の 当該年度
活性化につなげていく。また、成田空港の発着回数の増加などに合わせた、成田線の増発などの輸送力の増 執行計画

(3)事業内容 内　　容 強については、引き続き千葉県や沿線自治体と連携しながらＪＲ東日本に働きかけていく。

会議等への参加回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 成田線沿線の活性化につながる事業の提案を行う。 直接 事業の提案数 案 1 1

令和 4年度 成田線沿線の活性化につながる事業が展開されている。 直接 活性化につながる事業の進捗率 ％ 100

令和 5年度 成田線沿線の活性化につながる事業が展開されている。 直接 活性化につながる事業の進捗率 ％ 100

成田空港活用協議会の活動は、圏央道や国内線・国外線の活用を促進する取組みが主となっている。協議会が行うＰＲイベント
(7)事業実施上の課題と対応 の際に成田線に関するＰＲも行うよう協議会事務局に働きかけているが、その効果測定は難しい。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

成田空港活用協議会負担金 50 成田空港活用協議会負担金 50 50 成田空港活用協議会負担金 50 成田空港活用協議会負担金 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 50 合　　計 50 50 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50 50 50 50 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
正職員人件費 174 178 178 178 178

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 224 228 228 228 228
(11)単位費用

74.67千円／回 76千円／回 114
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

成田空港の年間発着容量３０万回化に向けた施設整備などによる発着回数の増加と２０２０年東京オリンピック・パラリ ●①事前確認での想定どおり
ンピック競技大会に向けたインバウンドの拡大に伴い、人口集積地域である千葉県北西部からの旅客需要も大きく増加す ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ることが見込まれており、この機を捉えて成田線の増発などの輸送力強化に取り組んでいく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルスの影響により、海外渡航の制限等で成田空港の利用者は当初想定していたよりも大幅に減少してしま
ったため、アクセス路線としての成田線（我孫子～成田間）のＰＲをする機会も減少した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 成田線活性化推進協議会に当市から提案することで、同協議

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 会のイベントにおいて、成田線のＰＲを実施できた。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(案) 目標値(b)(案) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(案) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

成田空港活用では、協議会に当市から提案することで、同協議会のイベントにお
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100

いて、成田線のＰＲを実施できた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 228 △4 228 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.44

案 10万円 0.44 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2052 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 成田空港活用協議会への参画 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 県内１４６団体で組織する成田空港活用協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 228 千円 (うち人件費 178 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 63401 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民が快適に通勤・通学や日常生活に必要な移動ができるよう、重要な公共交通機関であるＪＲ成田線の増



総合管理計画」の基本方針に沿った公共施設等の最適な配置と適正な管理を推進します。
施策目的・

(2)目的 最適な配置を実現するため、「公共施設等総合管理計画」を推進し、更新・統廃合・長寿命化などを計画的 事業目的
展開方向

に行います。
〇公共施設等総合管理計画の進行管理 ４月～３月　公共施設等総合管理計画の改訂
　・公共施設等総合管理計画の改訂 ４月～３月　基本的な方針に沿った施設整備の調整
　・基本的な方針に沿った施設整備の調整 当該年度 ９月～３月　庁内職員研修会の開催
　・庁内職員研修会の開催 執行計画

(3)事業内容 内　　容

公共施設等総合管理計画の改訂の進捗率 想定値 100当該年度
単位 　%

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 国から示されている新たな策定指針に基づき、公共施設等総合管理計画を改訂する。 直接 公共施設等総合管理計画の改訂の進捗率 　% 20 100

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

これまで策定した個別施設計画の内容を踏まえ、我孫子市の実態に合った実効性のある公共施設等総合管理計画への改訂を実施
(7)事業実施上の課題と対応 するには、蓄積した専門知識と計画力が必須となる。また、現状は最小限の組織体制であることから、計画改訂後の進行管理を 代替案検討 ○有 ●無

適切かつ持続的に実施していくためには、専門知識の継承の観点から人材の育成とともに適切な人員配置が課題である。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公共施設等総合管理計画の進行管理 0 0 公共施設等総合管理計画の進行管理 0 公共施設等総合管理計画の進行管理 0
　基本的な方針に沿った調整 0 0 　基本的な方針に沿った調整 0 基本的な方針に沿った調整 0
　公共施設等総合管理計画の改訂 0 0 ・普通旅費、研修旅費 20 ・普通旅費、研修旅費 20
　・普通旅費、研修旅費 17 0 ・消耗品費（トナー・文具代） 31 ・消耗品費（トナー・文具代） 31
　・消耗品費（トナー・文具代） 146 139 庁内職員研修会の開催 0 庁内職員研修会の開催 0
　庁内職員研修会の開催 0 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 163 139 合　　計 51 合　　計 51
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 163 139 51 51

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 1 1 1 1
正職員人件費 0 8,900 8,900 8,900 8,900

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 9,063 9,039 8,951 8,951
(11)単位費用

0千円／＊＊ 90.63千円／　% 90.39
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公共施設等の多くは老朽化が進んでおり、機能維持や更新のための費用が増え続けることが見込まれていることから、今 ●①事前確認での想定どおり
後、人口減少等により利用需要が変化していくことも踏まえながら、総合的かつ長期的な視点を持って対策を計画的に行 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ い、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置と適正な管理を推進する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

公共施設等の老朽化対策は長期的に継続していかなければならない取組のため、引き続き推進していく必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共施設等の整備や管理にあたっては、民間の活用が有効だ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が、公共施設等全体のマネジメントは市が主導的に進めなけ
□その他 　促進された れば実効性がないため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 公共施設等総合管理計画の改訂にあたっては、パブリックコ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り メントを実施し、広く市民の意見を求めた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
公共施設の最適な配置にあたっては、当該地区や全市民との情報共有を図るとともに、協働による方向性の検討や問題解
決を図る。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 設備の老朽化状況に合わせて適宜省エネ機器への切り替えを ●①想定どおり
□②生き物と共存している 進めている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
維持管理費やＣＯ２排出量の低減が可能な省エネ機器の導入や施設の長寿命化を図る。

効
　
率
　
性

現況値(a)(　%) 目標値(b)(　%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(　%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
20 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

公共施設等総合管理計画の改訂について、想定したスケジュール通り作業を進め
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

滞りなく完了した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,063 △9,063 9,039 99.74
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

令和３年度には公共施設等総合管理計画の改訂を予定しているため、それに係る
消耗品費等の経費が増額となっているが、要求にあたっては精査し必要最低限の

0 金額とした。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.1

　% 10万円 1.11 100.91

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
人口減少や厳しい財政状況が続く状況下においても、公共施設等の持続可能な運営を目指す上では、公共施設等全体の適正な管理を推進してい
く必要がある。令和4年度からは、組織体制の見直しにより、資産管理課において引き続き当事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2099 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 ファシリティマネジメントの推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,063 千円 (うち人件費 8,900 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83103 重点なし ○有 ●無 (計画名) 公共施設等総合管理計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

公共施設やインフラ施設について、総合的かつ長期的な視点から、財政負担を軽減・平準化するとともに、 「公共施設等



施 一人ひとりが夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成や、地域
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 社会を担う個性豊かで多様な人材の確保、地域における魅力ある多様な就業の機会の創出を図るため。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
平成２７年度に策定した本市の人口の現状と将来の展望を提示する「我孫子市人口ビジョン」と今後７か年 ５～７月　　　主な取り組み（事務事業）の事後評価（庁内）
（当初５か年＋延長２年）の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまとめた「我孫子市まち・ひと・し ７～１０月　　施策にかかる重要業績評価指標（ＫＰＩ）の評価・検証（有識者会議）
ごと創生総合戦略」について、施策ごとの重要業績評価指標（ＫＰＩ）の検証を行い、適宜総合戦略の見直 当該年度 １１～１２月　検証結果に基づいた総合戦略の見直し（庁内）　　
しを行っていく。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

我孫子市まち・ひと・しごと創生有識者会議開催回数 想定値 4当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 総合戦略に位置付けた事業のＫＰＩを検証する 直接 総合戦略に位置付けた事業の検証率 ％ 100 100

令和 4年度 総合戦略に位置付けた事業のＫＰＩを検証する 直接 総合戦略に位置付けた事業の検証率 ％ 100

令和 5年度 総合戦略に位置付けた事業のＫＰＩを検証する 直接 総合戦略に位置付けた事業の検証率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

■我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 ■我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 ■次期我孫子市まち・ひと・しごと創生 0 ■次期我孫子市まち・ひと・しごと創生 0
戦略に位置付けた事業の実施 戦略に位置付けた事業の実施 総合戦略に位置付けた事業の実施 総合戦略に位置付けた事業の実施
■我孫子市まち・ひと・しごと創生総合 0 ■次期我孫子市まち・ひと・しごと 0 ■次期我孫子市まち・ひと・しごと創生 0 ■次期我孫子市まち・ひと・しごと創生 0
戦略の見直し及び改訂準備 創生総合戦略の策定 総合戦略の見直し 総合戦略の見直し
■我孫子市まち・ひと・しごと創生有識 ■我孫子市まち・ひと・しごと創生有識 ■我孫子市まち・ひと・しごと創生有識 ■我孫子市まち・ひと・しごと創生有識
者会議 者会議 者会議 者会議
　委員報償費　3,500円*10人*4回 140 　委員報償費　3,500円*10人*4回 140 53 　委員報償費　3,500円*10人*4回 140 　委員報償費　3,500円*10人*4回 140

実施内容 　筆耕翻訳料 15,950円*4.5時間*4回 288 　筆耕翻訳料 15,950円*4.5時間*4回 288 0 　筆耕翻訳料 15,950円*4.5時間*4回 288 　筆耕翻訳料 15,950円*4.5時間*4回 288
　

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 428 合　　計 428 53 合　　計 428 合　　計 428
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 428 428 53 428 428

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.01 0.87 0.87 0.79 0.79
正職員人件費 8,787 7,743 7,743 7,031 7,031

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,215 8,171 7,796 7,459 7,459
(11)単位費用

2,303.75千円／回 2,042.75千円／回 2,598.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成２６年１１月に地方創生の理念等を定めた「まち・ひと・しごと創生法」が成立し、国は、５０年後に１億人程度の ●①事前確認での想定どおり
人口維持を目指す「長期ビジョン」と、人口減少を克服し将来にわたって活力ある日本社会を実現するための５か年の計 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 画を示す「総合戦略」をとりまとめることとなった。これを受けて、雇用の創出や交流人口の増加、若い世代の結婚・出 ○要
   背景は？(事業の必要性) 産・子育て支援の充実などを図るため、平成２７年度に策定した我孫子市版の人口ビジョンと総合戦略について、必要に ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

応じて国の支援を受けながら、戦略に位置付けられた施策を展開し、適宜見直していく必要がある。なお、戦略は２年延 総合戦略においてＫＰＩを設定している事業の中間評価を、有識者会議で専門分野に分かれて実施することで、事業のあ
長し、令和３年度までの７か年の計画とする。 り方や中間指標の見直しを行い、適切に進行管理することが出来た。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方版総合戦略の進行管理は自治体が行うこととなっている

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 外部有識者会議の実施 継続して有識者会議を実施してきたことで、事業の進捗状況 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り や課題について細部にわたり議論することができた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

継続して有識者会議を実施してきたことで、事業の進捗状況や課題について細部
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

にわたり議論することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,171 1,044 7,796 95.41
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

11.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.22

％ 10万円 1.28 104.92

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2136 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 我孫子市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ 令和 9年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.87 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,171 千円 (うち人件費 7,743 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、



基づき、同地区の地域活性化施策を推進するため、庁内各課や民間事業者との調
施策目的・

(2)目的 策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効率的な実施計画を 事業目的 整を行い、連携を図る。
展開方向

策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応します。
平成２９年度に策定した高野山新田地区土地利用構想に基づき、同地区の地域活性化事業を推進する。具体 年３回程度　関係課会議を開催し、事業の進捗状況について関係各課で情報共有を図る。
的には、関係課会議を開催して、関係各課の事業に関する情報共有と調整を行いつつ、全体の進行管理を行
う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

関係課会議の開催回数 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高野山新田地区利用構想に掲げた事業を進めることで、同地区の活性化を図る。 直接 高野山新田地区で実施されている事業数 事業 15 20

令和 4年度 高野山新田地区利用構想に掲げた事業を進めることで、同地区の活性化を図る。 直接 高野山新田地区で実施されている事業数 事業 20

令和 5年度 高野山新田地区利用構想に掲げた事業を進めることで、同地区の活性化を図る。 直接 高野山新田地区で実施されている事業数 事業 20

手賀沼・手賀川活用推進協議会が策定する手賀沼・手賀川やその周辺の資源を活かした広域での取組みにかかる構想との整合性
(7)事業実施上の課題と対応 を図りながら進めていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

関係課会議の開催 0 関係課会議の開催 0 0 関係課会議の開催 0 関係課会議の開催 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.06 0.06 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 534 534 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,305 534 534 1,335 1,335
(11)単位費用

435千円／回 178千円／回 534
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高野山新田地区の地域活性化策を推進するためには、市民をはじめ民間事業者や庁内関係課等の連携が不可欠であること ●①事前確認での想定どおり
から、総合的な連絡・調整を図る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高野山新田地区の活用については、市のほかに市民や事業者等が多数関係することから、総合的な調整を市が主体となっ
て実施する必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 民間事業者や市民のニーズを把握、高野山新田地区の土地利

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 用に関する規制等の調査など、市主体で実施することで活性
□その他 　促進された 化策の検討につながった。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域活性化に係る取り組み、民間事業者や市民活動団体など 高野山新田地区の活性化にあたっては、地域住民や民間事業 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り が参画している。 者との連携が不可欠であり、随時意見交換を実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼の水辺や自然を活かした活性化策を進めていく。 高野山新田地区は手賀沼の水辺に位置しており、その景観や ●①想定どおり
□②生き物と共存している 自然環境を生かした地域活性化を念頭に置き、検討を行った ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している 。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(事業) 目標値(b)(事業) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(事業) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
15 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

土地利用の規制やイベントの実施が困難であったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15 75
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 534 771 534 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

59.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 土地利用の規制やイベントの実施が困難であったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.75

事業 10万円 2.81 74.93

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2220 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 高野山新田地区活性化事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 8年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 534 千円 (うち人件費 534 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83101 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を図り、施 高野山新田地区利用構想に



と連携 新型コロナウイルス感染症から市民の生命と財産を守り、安全に安心して暮らせるよう全庁で取り組むため
施策目的・

(2)目的 しながら、市民への的確な情報提供や効果的な感染防止策等を実施して、感染拡大の抑制や市民の健康被害 事業目的 に、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を最大限に活用するための調整を行う。
展開方向

の低減に努めます。
新型コロナウイルス感染症から市民の生命と財産を守り、安全に安心して暮らせるよう全庁で取り組むため ・庁内における新型コロナウイルス感染症対応事業の調整
に、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を最大限に活用するための調整を行う。 ・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画の作成

当該年度 ・交付金の申請手続き
執行計画

(3)事業内容 内　　容

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金交付限度額の執行 想定値 100当該年度
率 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を最大限に活用し、必要な事業を実施する。 直接 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金交付限度額の執行 ％ 100 100
率

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

新型コロナウイルス感染症対応事業の 0
　庁内調整・検討

新型コロナウイルス感染症対応 0
　地方創生臨時交付金実施計画の作成

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.44 0.44 0 0
正職員人件費 0 3,916 3,916 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 3,916 3,916 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 39.16千円／％ 39.16
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新型コロナウイルス感染症の収束の目途が立たず、感染症予防のための新しい生活様式への対応や事業者支援、地域経済 ●①事前確認での想定どおり
の活性化等を実施していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症が収束せず、感染拡大など引き続き対応が必要であったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方公共団体を対象として制度のため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民の要望等に耳を傾けつつ、新型コロナウイルス感染症の状況に柔軟かつ迅速に対応していく必要がある。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予算の執行状況を確認しながら、新たな事業化を進めたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,916 ― 3,916 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.55

％ 10万円 2.55 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 次年度は補助金制度が3年目を迎え、補助金を活用して実施する事業についても見通しが立ってきたため、事業採択に政策的な判断を要するこ
新型コロナウイルス感染症対応として必要な事業について、交付金を最大限活用し、実施した。なお、令和４年度からは財政課へ移管すること とが少なくなり、補助金の事業への適切な充当など予算管理が重要となってきた。そのため、当該事務については、令和4年度財政課へ移管す
とする。 ることとする。なお、移管後は、財政課において結合後の事務事業の中で一体的に推進するものとする。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2293 課コード 0201 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 企画財政部・企画課

個別事業 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業の調整・進行管理 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,916 千円 (うち人件費 3,916 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70402 重点３ ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

新型インフルエンザなどの新たな感染症から市民を守るため、国・県・消防・医師会などの関係機関


